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国立大学法人運営費交付金の「成果を中心とする実績状
況に基づく配分」における配分の現状と今後の研究課題

Ⅰ．はじめに

　近年の行政改革の影響を色濃く受けてきた組織の一
つに、国立大学1）がある。最も大きな改革は2004年の
国立大学法人化であるが、これによって国立大学セク
ターに対して国が交付する中心的な財源は、独立行政
法人通則法を準用して交付される国立大学法人運営費
交付金（以下、区別の必要がない場合には単に「運営
費交付金」という）となった。このことは各大学の支
出にあたっての自由度を高めたが、これ以降、一般の
独立行政法人と同種の「効率化係数」の適用、小泉政
権下の「骨太の方針」における削減規定や総人件費改
革などの影響も受け、支出の削減を要求されたため、
教育研究活動が様々な面で影響を受けたことが長らく
指摘されてきた。
　こうした支出の抑制方針とは別に、各国立大学が同
交付金を一定割合で拠出し、事後評価によって再配分
する仕組みが導入されており、この規模が近年拡大し
つつある。特に、2019年度から導入された「成果を中
心とする実績状況に基づく配分」（以下「成果配分」
という）は、運営費交付金の約１割を「対象経費」と
しているだけでなく、定量的指標を交付金の増減に直
結させている点で、従来の仕組みからは大きく転換し
たものと見ることができる。こうした再配分の仕組み
の背景、内容及び現状については、本誌でも詳説した
論文があるが（田中2019）、同論文が情報開示請求に
より入手した資料を利用していることが示しているよ
うに、肝要である各大学の交付金の増減に関するデー
タがほとんど公開されておらず、配分の実態は極めて
不透明であると言わざるを得ない。このことは、国立

大学の基盤的な財源である運営費交付金内で拡大する
再配分の仕組みについて、その影響の把握、及び制度
の批判的検討に資する根拠が不足していることを意味
する。
　そこで本稿では、上述の成果配分について、文部科
学省（以下「文科省」）より入手した資料に基づき、
増減の結果に関するデータを整理し、今後の研究課題
を提示する。これを通して、運営費交付金における各
大学の事後評価とそれに基づく再配分の議論に貢献す
ることを目的とする。以下ではまずⅡ節で、国立大学
法人化後の運営費交付金を巡る状況と研究動向を振り
返った上で、先行研究の課題を述べる。Ⅲ節では分析
する資料及び方法を述べ、続くⅣ節では同配分の実態
の分析を行う。最後にⅤ節では、得られた知見と示唆
をまとめる。

Ⅱ．運営費交付金を巡る法人化後の状況と
　　研究課題

　国立大学法人運営費交付金は、国立大学法人法（平
成15年法律第112号）第35条において準用する、独立
行政法人通則法（平成11年法律第103号）第46条に根
拠を持つ。同条第１項は、政府が「予算の範囲内にお
いて、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てる
ために必要な金額の全部又は一部に相当する金額を交
付することができる」ことを定めており、これに基づ
き各国立大学法人等に国立大学法人運営費交付金が交
付されている。
　その総額は、法人化時の2004年度には１兆2,415億
円であったのに対し、2019年度は１兆971億円となっ
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費の額や最終的な再配分額などの「金額」に関する部
分は記載がないのである。例外的に、第１期の国立大
学法人評価に基づく配分については、一部の報道等で
結果を知ることができるが7）、その他の算定ルールに
ついては全大学を比較可能な形でデータが公開された
ことは筆者の知る限り無く、その推計も困難である8）。
なお、国立大学財務・経営センターによる調査は、こ
うしたデータを収集しているが（例えば国立大学財務・
経営センター 2015：附１－37）、その集計は示されて
いない。
　こうした中で、算定ルールによって影響を受けた各
大学の交付金の額及び割合を分析の俎上に上げたわず
かな研究が、島（2009）9）、田中（2019；2022）である。
島（2009）では、第１期の効率化係数及び経営改善係
数について、国立大学財務・経営センターの全国調査
で得られたそれらの影響額を利用した分析がなされて
いる。同論文は、実際の影響額に基づき、大学特性（学
部構成等を踏まえた類型）による係数の影響の異質性
を明らかにした点が特徴的であり、算定ルールの直接
的帰結を分析した貢献は大きい。
　しかしその後、再配分の規模が拡大する中、交付額
の変動を直接分析の俎上に上げた研究は、田中秀明の
研究（田中2019；2022）に至るまで管見の限り見当た
らない。田中は、開示請求により入手した資料によっ
て、国立大学法人評価に基づく配分や重点支援、成果
配分等を含む算定ルールによる影響額や割合を直接論
じている。加えて、成果配分における評価指標間の相
関分析等も行っており、示唆に富む貴重な研究である。
しかしながら田中（2019；2022）では、最終的な各大
学への交付額の増減が、複数の算定ルールかつ数年度
を一括した形で図示されるに留まっており、それぞれ
の算定ルールの各年度の帰結が不明確であるという課
題を抱えている。すなわち、事後評価に基づく再配分
が拡大する中、それぞれの制度が及ぼす変動は、現在
のところ多くが未解明であると言ってよい。
　その上で、今般導入された成果配分に関するその
他の先行研究に目を向ければ、導入経緯の整理（竹
内2019など）、概要の整理（山田2020など）に加え、
制度設計や指標の内容に関する議論・提言（林ほか
2020；林2021）、課題の指摘（小林2019）が既になさ
れている。加えて、各国立大学法人内部の資金配分に
与えた影響を広範なインタビュー調査によって分析し

ており、全体では1,444億円減少している2）。この減少
分の内訳には注意を払う必要があるが3）、日常的な教
育研究活動に充当される基礎的な部分を中心とした削
減は、各国立大学に少なからぬ影響を及ぼし、競争的
に配分される経費による補填の多寡を反映する形で、
大学間の財政的格差を広げてきた。これらの点は、高
等教育研究と呼ばれる研究領域の中でも、国立大学財
政・財務を対象とした研究の大きな関心事であり、独
立行政法人国立大学財務・経営センター（2016年４月
に独立行政法人大学評価・学位授与機構と統合）に
よる一連の全国調査とそれに基づく研究（国立大学
財務・経営センター 2007；2010；2015；国立大学財
務・経営センター研究部2012）、この関心を引き継い
だ調査（東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策
研究センター 2020）の他、現在に至るまで様々な研
究が蓄積されてきた（ごく一例として、山本（2009；
2012b；2013）、水田（2018）、豊田（2019）、両角（2020：
第４章）、藤村（2022：第11章）、島（2022））。
　一方で総額と並んで重要なのが、表１にまとめた、
運営費交付金の算定上使用される係数や総額に関する
規定、及び大学間の再配分（太字＋下線で強調）の仕
組み（以下、これらをまとめて「算定ルール」という）
である。これらの算定ルールは、法人化直後の効率化
係数のように運営費交付金内の特定の部分を削減する
もの5）の影響が大きかったことから、学界の関心も高
く、定期的に改革の概要整理や解説、評価が行われて
きた。
　しかしながら、ほとんどの先行研究においては、算
定ルールによって生じる影響が、直接的帰結である運
営費交付金の増減を示すデータを伴った形で論じられ
てこなかった。この根本的な原因は、島（2009：90－
91）や田中（2022：14）も指摘しているように、算定
ルールの帰結に関する情報公開が限定的であることに
よる。具体的には、文科省の各目明細書を含む政府の
予算書や、各国立大学法人の財務諸表、再配分の実施
結果に関する公表資料等には、具体的な金額が記載さ
れていない。例えば第３期の重点支援においては、最
終的な各大学の増減の算出過程に関する要素として、
枠組みごとの機能強化促進係数の値、各年度の評価対
象経費の合計、各大学の評価結果の詳細と最終的な配
分率（拠出した交付金に対する再配分額の割合）が公
開されている6）。しかしながら、各大学の評価対象経
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表1　運営費交付金の主な算定ルール

出典：�国立大学協会第３期中期目標期間に向けた課題検討ワーキンググループ「第３期中期目標期間に向けた課題検討WG審議経過
報告―国立大学法人運営費交付金等の在り方について―」（2014年11月）、文部科学省「国立大学法人運営費交付金の重点支援
の評価結果について」及び「国立大学法人運営費交付金『成果を中心とする実績状況に基づく配分』について」各年度版、国
立大学財務・経営センター（2004）、国立大学協会政策研究所編（2013）、国立大学協会事務局編（2022）より筆者作成
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る。第２に、学部構成等の各国立大学の初期条件に対
応した、成果配分による交付金の増減の差異を明らか
にすることで、国立大学を対象とする評価制度を巡る
議論に示唆を与える。

Ⅳ．成果配分による配分調整額等の分析

１　配分基礎額・配分調整額の全体的傾向
　本項ではまず、各大学が拠出する額である「配分基
礎額」、及び各大学の最終的な増減額である「配分調
整額」の大学特性別の傾向を整理する。なおこれ以降、

「運営費交付金に対する割合」の分母には、当該年度
の各大学への運営費交付金交付額12）から配分調整額
を減じた額（≒成果配分がなければ本来得られていた
交付金の額）を用いた。交付額の記載がある財務諸表
は、本稿執筆時点では2022年度のものは未発表である
ため、当該割合は2021年度までの算出としている。加
えて、2020年度以降については、高等教育の修学支援
新制度の実施に伴い、従来措置されていた運営費交付
金内の授業料免除実施経費の一部が補助金に移行して
いると考えられるため、その額を各大学の交付額に加
算している13）。また、2020年度に法人統合を行った名
古屋大学と岐阜大学については、大学単位の正確な交
付額が不明であるため、2020年度以降は対運営費交付
金の割合の算出から除外した（配分調整額は大学単位
の算出であり、入手資料に記載があるため含めてい
る）。このため，両大学を含む特性の年度間比較には
注意を要する。
　まず、両者の運営費交付金に対する割合、及び分析
の主眼である配分調整額についてはその額も含めて、
主な記述統計量を示したのが表２である。表２から各
指標について読み取れるのは、以下の３点である。
　第１に、配分基礎額の割合について、すべての大学
が配分対象経費の多い重点支援③（2021年度までの
相対評価のグループ）に属していた旧帝大が大きく、
2021年度には平均して12.20%を拠出している。一方で、
他の特性は若干の差があるものの、平均値及び中央値
で見れば概ね一桁台後半となっている。各年度の各大
学の拠出額の総和である配分対象経費の増加（表１の

「第３期」の行を参照）に伴い、全ての特性で年度ご
とに運営費交付金に占める割合が増加傾向にある。
　第２に、配分調整額及びその運営費交付金に対する

た、貴重な一連の研究もある（大学改革支援・学位授
与機構研究開発部編2022；2023；水田2023）。しかし
ながらこれらいずれの研究においても、上述したよう
に、各大学の交付金の増減に関する情報が僅少である
という課題は解決されていない。
　以上をまとめれば、運営費交付金に関しては、法人
化以後の総額等の削減傾向が注目を浴び、その影響が
論じられてきた。しかし、近年拡大しつつある、大学
間の再配分の仕組みによる交付金の増減については、
予てからの公開情報の不足に起因して、研究が立ち遅
れているという課題がある。

Ⅲ．分析する資料及び方法

　以上の課題を踏まえて本稿では、運営費交付金の算
定ルールのうち、最も直近に導入され、かつ最大規模
である成果配分について、その直接の帰結である交付
金の増減の整理、及び傾向の分析を行う。
　本稿が実際の交付金の増減を明らかにするにあたっ
て用いるのは、文科省から毎年度各大学に配布されて
いる、「『成果を中心とする実績状況に基づく配分』算
定の考え方」という文書である（2019年度は名称が異
なる）。同資料は、各大学の成果配分による最終的な
交付金の増減が詳細な算出過程を含めて記載されて
いる点で、極めて重要な資料である。筆者はそのう
ち、2019年度から2022年度のものについて、文部科学
省高等教育局国立大学法人支援課から任意提供を受け�
た10）。この資料に基づき本稿では、最終的な各大学の
交付金の増減である「配分調整額」（2019年度は名称
が異なる）を中心として、一部では同配分における各
大学の拠出額である「配分基礎額」も含め、これらの
額や運営費交付金に対する割合を整理・分析する。そ
の際、従来の国立大学財政・財務の分析で焦点であっ
た、学部構成や規模等による傾向を把握するため、当
該領域において用いられてきたいくつかの分類のう
ち、大学改革支援・学位授与機構の財務分析において
用いられている大学特性11）を用いた分析を行う。
　本稿の持つ意義は以下の２点である。第１に、先述
のように公表資料では非公開であり、先行研究におい
ても未解明である成果配分単体の増減を明らかにする
ことで、運営費交付金に関する情報公開の不足という
課題の解決に寄与し、成果配分の実態の理解に貢献す
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い規模の増減となっている可能性もある一方で、平均
的には変動は必ずしも大きくない。
　第３に、同様に配分調整額及びその運営費交付金に
対する割合について、平均値及び中央値に着目すると、
教育大、文科大、医総大、医無総大はほぼ全ての年で
マイナスとなっている。一方で、旧帝大、理工大、医
科大、大学院大ではほとんどがプラスとなっており、

割合について、標準偏差、最小値及び最大値から、多
くの特性において増減の幅及びばらつきが拡大傾向に
あることが分かる。割合については、全体の最小値は
2021年度の医総大内の▲1.29%、最大値は2021年度の
旧帝大内の0.76%であるが、平均値及び中央値で見る
と、概ね各特性ともに0.1% ～ 0.2%の増減となってい
る。増減の大きい大学については、過去の再配分にな

表2　配分基礎額の運営費交付金に対する割合、配分調整額及びその運営費交付金に対する割合の記述統計量（大学特性別）

（次頁に続く）
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し、かつ特性間の比較を容易にするため、2019年度～
2021年度における配分調整額の運営費交付金に対する
割合について、特性ごとに作成した箱ひげ図が図１で
ある。表２からも示唆されたように、各特性において
上限・下限の幅が拡大していることが確認できる。さ
らに各特性内の分布に着目すると、教育大、文科大、
医無総大においては多くの大学で各年度の配分調整額

特性によって配分による増減に偏りがある。特に教育
大と文科大は、実施初年度である2019年度の配分調整
額の最大値がマイナスとなっている。言い換えれば、
両特性においては成果配分を通して全ての大学で運営
費交付金が削減された。
　以上は記述統計量に基づく考察であるが、特に第２・
第３の点に関連して、各特性内の分布を詳しく把握

出典：「『成果を中心とする実績状況に基づく配分』算定の考え方」及び各国立大学法人の財務諸表附属明細書より筆者作成
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学特性ごとの傾向を確認した。ただし、個々の大学の
配分調整額が経年的にどのように変化しているのかは
分からない。そこで図２では配分調整額（2019年度～
2022年度）について、経年的変化を考察するため、各
年度までの配分調整額の総和（以下「累積配分調整額」
という）の推移を特性ごとに示した。加えて、年度に
よる各大学の運営費交付金交付額の変動を考慮し、か
つ運営費交付金に対する影響の大小を特性間で比較可

がマイナスとなっている一方、医科大、大学院大では
逆に多くの大学で各年度の配分調整額がプラスとなっ
ている。因果関係は判断できないが、特性と配分調整
額の間に何らかの関連があることが示唆される結果で
ある。

２　配分調整額及びその割合の経年的変化
　以上では、配分基礎額及び配分調整額に関して、大

図1　配分調整額の運営費交付金に対する割合（大学特性別）

出典：「『成果を中心とする実績状況に基づく配分』算定の考え方」、各国立大学法人の財務諸表附属明細書より筆者作成
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図2　累積配分調整額の推移（大学特性別）

出典：「『成果を中心とする実績状況に基づく配分』算定の考え方」より筆者作成

図3　累積配分調整額の累積運営費交付金に対する割合の推移（大学特性別）

出典：「『成果を中心とする実績状況に基づく配分』算定の考え方」、及び各国立大学法人の財務諸表附属明細書より筆者作成
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い。さらに経年的には、ある程度各大学の増減は固定
されており、導入時点からの累積の割合で見ると、多
くの大学で±0.3%（±0.15%ポイント程度の変動）の
範囲内となっていた。事後評価による再配分が交付額
に及ぼす変動が大きくないことは以前から指摘されて
きたが（山本2012a：14；田中2019：36）、既述のよう
に、評価方法および対象経費（配分基礎額）の規模の
面で大きな転換点と言える成果配分が、実際どの程度
の変動をもたらしているのかという点は未解明であっ
た。本稿は成果配分単体の分析を通して、全体で1,000
億円という配分基礎額が与える印象とは裏腹に、あく
まで数字の上では変動幅が限定的であること、ただし
その増減が複数年度に渡って蓄積しつつあることを示
したと言える。
　第２に、こうした増減の傾向には、大学特性ごとに
差異が認められた。すなわち、配分調整額について、
教育大・文科大・医無総大はほとんどの大学がマイナ
スとなる一方、医科大・大学院大はほとんどがプラス
であった。さらに累積配分調整額については、教育大
は全ての大学が継続的にマイナスであり、拠出分を戻
すことができていなかった。この結果は、多様な機能
を担う様々な大学を内包する国立大学セクターにおい
て、特定の機能を果たす大学が苦境に立たされてきた
こと（島2022：第11章）を改めて示すとともに、成果
配分の今後の展開如何によっては、大学間格差がさら
に拡大する可能性を示唆していると言える。
　以上の知見は、新たな資料を用いたことによる本稿
の貢献であるが、取り組み得なかった課題も多く残さ
れている。ここでは今後の研究課題として、以下の２
点を提示したい。
　第１に、成果配分による増減が各大学の活動にいか
なる影響を及ぼしているのかという点である。運営費
交付金全体の１%に満たない増減は、配分基礎額の規
模から見ればごく小さいものである一方、大学改革支
援・学位授与機構研究開発部編（2022；2023）、水田

（2023）が総合大学の学内資源配分に関する分析を通
して示すように、従前の各大学の財政的余力によって、
影響や対応方策も異なることが考えられる。しかし現
在のところ、総合大学の財務担当者レベルを対象とし
たこれらの研究の他に、成果配分の影響を俎上に上げ
た研究は見当たらない。今後は知見が僅少である教育
研究活動への影響も含め（水田2023：106）、本稿が示

能な形で示すため、図３に2019年度～ 2021年度にお
ける累積配分調整額の、当該年度までの運営費交付金
の総額（以下「累積運営費交付金」という）に対する
割合の推移を示した。図３には2022年度が含まれてい
ないことには注意を要するが、これらの図からは累積
配分調整額とその累積運営費交付金に占める割合の傾
向について、以下の２点が把握できる。
　第１に、累積配分調整額の増減の方向に着目する
と（図２）、増加の一途、減少の一途、横ばいの概ね
３パターンに分かれている。2022年度は、相対評価が
行われるグループの変更、及び一部指標における「伸
び率」の追加があったためか、若干の変化が見られる
大学もあるが、多くの大学はそれ以前の増減の方向と
傾向が変わっていない。すなわち、成果配分における
増減はある程度固定されていると言うことができる。
これを累積運営費交付金に対する割合の推移で見ると

（図３）、多くの大学は３年度とも±0.3%の範囲であり、
その増減は±0.15%ポイント程度である。
　第２に、表２及び図１で示唆された大学特性別の差
異について、各年度時点までの影響を見るために図３
に着目すると、教育大・文科大・医無総大はほとんど
の大学がマイナス、医科大・大学院大はプラスで固定
されていることが看取できる。このうち、際立った傾
向を示しているのが教育大である。教育大では、単年
度の増減で見ればいくつかの大学・年度で増額となっ
ているものの（図２）、累積配分調整額では全ての大学・
年度でマイナスになっており（最大値でも▲431千円）、
拠出分を戻すことができていない。

Ⅴ．本稿の知見と今後の研究課題

　本稿では、2019年度に国立大学法人運営費交付金
に導入された「成果を中心とする実績状況に基づく配
分」の実態を、各大学の運営費交付金の増減を中心に、
文科省から入手した資料によって整理・分析した。得
られた知見は以下の２点に集約できる。
　第１に、配分基礎額と配分調整額の規模については、
前者は旧帝大が運営費交付金全体の10%強、その他特
性は概ね数%台後半であり、後者は平均して±0.1%
～ 0.2%程度であった。また、全体的には増加・削減
の幅は拡大傾向にあり、一部の大学は１%を超える削
減となっているが、平均的な変動は必ずしも大きくな
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め、実施以前の最終年度である2019年度との比較としている。
３）　総額の減少分を、各中期目標期間を通して最大公約数的

に分解すると、基礎的な運営費交付金が470億円、新規の概
算要求や特定のプロジェクト等の経費に関する運営費交付金
が37億円、附属病院運営費交付金が581億円、国が義務的に
措置すべき経費（一定範囲の退職金等）に充てられる特殊要
因運営費交付金が353億円となる（出典は注２に同じ、四捨
五入等のため合計が一致しない）。このうち少なくとも特殊
要因運営費交付金、とりわけ退職金に係る部分については、
国立大学の教育研究活動等への支出努力とみなすことは困難
であり、減少の実質的な意味は薄いように思われる。

５）　効率化係数は、運営費交付金内の基礎的な部分のうち一
定の経費を控除した部分の削減を行う係数であり、必ずし
も運営費交付金の総額削減に直結するわけではない（永山
2009：47）。

６）　文部科学省「国立大学法人運営費交付金の重点支援の評
価結果について」各年度版。

７）　結果の一部を掲載したものとして『毎日新聞』2010年３
月26日（朝刊３面）、全部を掲載したものとして、旺文社
教育情報センター「22年度　国立大学法人運営費交付金　
東京大856.9億円、京都大580.0億円など、国立大学法人86大
学に総額１兆675.3億円交付！」（2010年４月）（https://eic.
obunsha.co.jp/educational_info/2010/22年度国立大学法人運
営費交付金情報/、2023年11月22日確認）がある。

８）　削減・拠出の係数の影響を受けた金額の合計につい
ては、文科省の一部の資料で断片的に示されることはあ
る（例えば科学技術・学術審議会学術分科会学術の基本問
題に関する特別委員会「学術研究機関及び研究設備の現状
と課題（資料３）」19頁（2009年３月31日）（https://www.
mext.go.jp/component/b_menu/shingi/giji/__icsFiles/
afieldfile/2009/07/16/1282114_3.pdf.pdf、2023年 ９ 月 ８ 日
確認（以下同じ））。また、財務省側の資料においては、再
配分の規模の拡大を主張する趣旨で、本稿が対象とする成
果配分について、影響を受ける額の割合が示されたことが
あるが（例えば財政制度等審議会財政制度分科会歳出改革
部会「文教・科学技術（資料２）」19頁（2022年11月14日）

（https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_
council/sub-of_fiscal_system/proceedings_sk/material/
zaiseisk20221114/02.pdf））、本稿で用いる大学特性（後述）
別のような詳細な分析は示されていない。

９）　同論文は加筆修正の上、島（2022：第７章）に再録され
ている。

10）　情報公開法に基づく開示請求を行った後、担当課（高等
教育局国立大学法人支援課）と相談の上、任意での提供を受
けた。

11）　以下、旧帝大＝旧帝国大学、教育大＝教育系単科大学、

した各特性の傾向も足掛かりとして、大学内の各レベ
ルで成果配分が何をもたらしており、その影響は財務
構造等の初期条件によってどのように異なるのかとい
う点に関して、研究のさらなる蓄積が求められる。
　第２に、大学特性による配分調整額の傾向には、い
かなる指標が影響を与えているのかという点である。
本稿で確認した複数年度に渡る増減の固定は、小林

（2019：895）の懸念の通り、特定の特性に有利（不利）
である指標の存在を示唆する。外部資金関連を含む評
価指標の一部について、年度間に強い相関があると
いう田中（2022：10－11）の知見を踏まえれば、こう
した指標における評価の高低が、結果として特性間の
差異の固定につながっている可能性が考えられる。ま
た、成果配分で使用される指標は、「伸び率」の追加
を含むその内容や、割り当てられる配分基礎額にしば
しば変更が加えられてきたが、これらの変更と最終的
な配分調整額との関係は分析されていないように思わ
れる。今後は最終的な増減と、指標やグループ分け等
の制度設計との関係を検証する必要があるだろう。
　本稿の分析が提起するのは、異なる機能と財務構造
を持ちながら一律に法人化された国立大学をどのよう
に評価すべきなのかという、二十年来の問題に他なら
ない（山本2002：158；天野2006；2008：150－152）。
近年国立大学に対しては、大学ファンドのように、従
来の枠組みに留まらない財政措置の制度が導入され始
めているが、こうした時流にあってこそ、従前の政策
がもたらしてきた帰結の地道な分析が不可欠であるこ
とは言うまでもない（島2022）。そのための情報公開
の在り方も含めて、継続的な議論が求められよう。

（つじ・ゆうたろう）

注
１）　本稿では煩雑を避けるため、国立大学法人と国立大学の

両者が該当しうる文脈においては、単に「（国立）大学」と
表記する。また、本稿の主題である国立大学法人運営費交付
金は大学共同利用機関法人に対しても交付されているが、本
稿では分析結果の図示を除いて言及を割愛する。

２）　国立大学協会「国立大学法人基礎資料集」（2023年３月31
日）51頁。2020年度からは高等教育の修学支援新制度の実施
に伴い、授業料減免に係る経費の一部が補助金に移行したた
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・	島一則『国立大学システム―機能と財政』東信堂、2022年。
・	大学改革支援・学位授与機構研究開発部編『国立大学法人に

おける学内資源配分に関する調査研究報告書』大学改革支援・
学位授与機構、2022年。
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発センター、2022年。

・	東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター『大
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技術 計画』Vol.36、No. ３、2021年、257－270頁。

・	林隆之・齊藤貴浩・水田健輔・米澤彰純・川村真理・安藤二
香『大学評価と運営費交付金配分の一体的改革の在り方（政
策研究大学院大学科学技術イノベーション政策研究センター 
ワーキングペーパー 2020 -# ４）』、政策研究大学院大学科学
技術イノベーション政策研究センター、2020年。

・	藤村正司『データから読む高等教育の構造―日本型システム
のゆくえ』玉川大学出版部、2022年。

・	水田健輔「国立大学法人の運営財源と人材育成・養成」『日
本労働研究雑誌』No.694、2018年、48－61頁。

・	水田健輔「国立総合大学における内部資源配分の現状と考察」
『大学論集』第55集、2023年、93－109頁。

・	両角亜希子『日本の大学経営―自律的・協働的改革をめざし
て』東信堂、2020年。

・	山田礼子「大学評価と資源配分の関係―国立大学法人と私立
大学への新しい資源配分の仕組み―」『高等教育研究』第23集、
2020年、53－74頁。

・	山本清「国立大学の法人化と会計システムの課題」『大学論集』
第32集、2002年、147－160頁。

・	山本清「ファンディング・システムが教育研究活動に与える
影響」『大学財務経営研究』第６号、2009年、３－13頁。

・	山本清「国立大学法人の評価過程と評価結果の分析」『大学
経営政策研究』第２号、2012年⒜、１－20頁。

理工大＝理工系大学、文科大＝文科系大学、医科大＝医科系
大学、医総大＝附属病院を有する総合大学、医無総大＝附属
病院を有しない総合大学、大学院大＝大学院大学を指す。該
当する大学については、大学改革支援・学位授与機構「財
務指標等の定義の詳細」（https://www.niad.ac.jp/support/
media-download/6167/b8f8bb3c183edb72/）を参照。なお、
同分類には国立大学法人法により設置され、成果配分の対象
になっている大学共同利用機関法人は含まれていないが、網
羅的な整理のために本稿では上掲の特性に加えて掲載する

（４機関のみの間での相対評価のため考察は省略する）。
12）　財務諸表附属明細書の「運営費交付金債務及び運営費交

付金収益の明細」における「運営費交付金債務」内の表中、「交
付金当期交付額」欄に記載の額。

13）　財務諸表附属明細書の「補助金等の明細」内の表中、「授
業料減免費等交付金」等の名称が付された補助金の額。なお、
加算しない場合でも割合にはほとんど影響がないことを確認
している。
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・	山本清「財務面から見た大学の経営行動―国立大学法人の第
一期の分析―」『大学財務経営研究』第８号、2012年⒝、39
－50頁。

・	山本清「大学の人事管理政策―国立大学法人の人員・人件費
調査分析を通じて―」『大学経営政策研究』第３号、2013年、
１－13頁。

付記
　　ご多忙の中文書の提供にご協力いただいた文部科学省高等

教育国立大学法人支援課に深く御礼申し上げます。本論文
はJSPS科研費JP22J21484、及びJP22KJ1066の助成を受けた
ものであり、日本高等教育学会第26回大会（2023年６月10
日）で行った共同口頭発表（高等教育財政の新たな動向と課
題―国立大学・私立大学への資源配分の変化と影響―（日本
高等教育学会会長プロジェクト））のうち、筆者の担当部分
を加筆修正したものです。同プロジェクトのメンバーの先生
方、大会当日に司会としてコメントをくださった島一則先
生、ご質問いただいた水田健輔先生にこの場をお借りして深
謝申し上げます。なお本論文には、日本教育行政学会第57回
大会（2022年10月16日）における口頭発表（国立大学法人運
営費交付金における「成果を中心とする実績状況に基づく
配分」の運用実態に関する基礎的分析）、及び東京大学教育
学研究科・教育学部／ストックホルム大学教育学部共催国際
セミナー Education for Sustainable Societies in a Changing 
World, Student Session（2023年2月22日）における口頭発表

（Unfair Competition? A New Performance-Based Funding 
for National Universities in Japan）の内容の一部も含んでい
ます。

【投稿研究ノート】　国立大学法人運営費交付金の「成果を中心とする実績状況に基づく配分」における配分の現状と今後の研究課題
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